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令和７年度当初予算(案)について

予算規模の構成比令和７年度当初予算（案）

会  計
R7

予算額
R6

予算額

対前年度比

増減 増減率

一 般 会 計 44,741 44,715 26 0.1
特 別 会 計

（国保・介護・後期） 17,083 17,108 △25 △0.1

水道事業会計 4,823 4,288 535 12.5

下水道事業会計 3,362 3,748 △386 △10.3

企 業 会 計 小計 8,185 8,036 149 1.8

合  計 70,009 69,859 150 0.2

（単位：百万円、％）

※ 企業会計：支出額で表示

一般会計
63.9%

特別会計
24.4%

水道事業会計
6.9%

下水道事業会計
4.8%

一般会計
歳入では、地方交付税の減が見込まれるものの、市税やふるさと納税寄附金等が増
歳出では、住宅管理事業（市営住宅建設工事）等が減となるものの、児童手当支給事業や民間保育園等振興
事業等が増となり、全体で対前年度比約２千６百万円の増

特別会計
国民健康保険特別会計で、被保険者の減少等による国民健康保険事業費納付金の減等により約１億７千万円
の減となり、全体で対前年度比約２千５百万円の減

企業会計
水道事業会計で、配水施設整備費の増により、対前年度比で約５億３千５百万円の増
下水道事業会計で、管渠整備費及びポンプ場整備費の減により、対前年度比で約３億８千６百万円の減 
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歳入予算の状況（一般会計）

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減 増減率
自主財源 28,005,202 62.6 27,672,614 61.8 332,588 1.2

  1 市 税                21,756,030 48.6 21,058,584 47.1 697,446 3.3
13 分担金及び負担金 165,860 0.4 180,275 0.4 △ 14,415 △ 8.0
14 使用料及び手数料 376,278 0.9 341,894 0.8 34,384 10.1
17 財産収入  148,469 0.3 147,311 0.3 1,158 0.8
18 寄附金 489,001 1.1 323,001 0.7 166,000 51.4
19 繰入金  3,503,344 7.8 4,666,475 10.4 △ 1,163,131 △ 24.9
20 繰越金  500,000 1.1 500,000 1.1 0 0.0
21 諸収入 1,066,220 2.4 455,074 1.0 611,146 134.3

依存財源 16,735,798 37.4 17,042,386 38.2 △ 306,588 △ 1.8
  2 地方譲与税 891,217 2.0 900,445 2.0 △ 9,228 △ 1.0
  3 利子割交付金 13,000 0.0 6,000 0.0 7,000 116.7
  4 配当割交付金  95,000 0.2 75,000 0.2 20,000 26.7
  5 株式等譲渡所得割交付金 154,000 0.4 89,000 0.2 65,000 73.0
  6 環境性能割交付金 45,000 0.1 38,000 0.1 7,000 18.4
  7 ゴルフ場利用税交付金 14,000 0.0 14,000 0.0 0 0.0
  8 法人事業税交付金 347,325 0.8 334,564 0.8 12,761 3.8
  9 地方消費税交付金 2,640,000 5.9 2,491,000 5.6 149,000 6.0
10 地方特例交付金 116,977 0.3 115,379 0.3 1,598 1.4
11 地方交付税  687,162 1.5 1,180,320 2.6 △ 493,158 △ 41.8
12 交通安全対策特別交付金 9,000 0.0 10,000 0.0 △ 1,000 △ 10.0
15 国庫支出金 7,164,093 16.0 6,592,679 14.8 571,414 8.7
16 県支出金 3,213,624 7.2 3,005,199 6.7 208,425 6.9
22 市 債  1,345,400 3.0 2,190,800 4.9 △ 845,400 △ 38.6

  (合 計) 44,741,000 100.0 44,715,000 100.0 26,000 0.1

令和7年度 令和6年度 対前年度比
（単位：千円、％）

市税
48.6%

繰入金等
14.0%

国・県支出金
23.2%

譲与税・各種交付金
9.7%

市債
3.0%

地方交付税
1.5%

自主財源
62.6%

依存財源
37.4%

歳入予算一覧

■前年度予算との比較では、
地方交付税の減が見込まれ
るものの、歳入の根幹をな
す市税の増が見込まれるほ
か、ふるさと納税の増によ
る寄附金の増等が見込まれ
ます。
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市税の状況

（単位：千円、％）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減 増減率

7,777,269 35.7 7,393,838 35.1 383,431 5.2

6,085,154 27.9 5,779,358 27.4 305,796 5.3

1,692,115 7.8 1,614,480 7.7 77,635 4.8

12,535,821 57.6 12,267,675 58.3 268,146 2.2

12,395,852 56.9 12,120,670 57.6 275,182 2.3

土地 2,739,181 12.6 2,699,079 12.8 40,102 1.5

家屋 4,075,249 18.7 3,896,389 18.5 178,860 4.6

償却資産 5,559,345 25.5 5,503,853 26.2 55,492 1.0

滞納繰越分 22,077 0.1 21,349 0.1 728 3.4

139,969 0.7 147,005 0.7 △ 7,036 △ 4.8

335,701 1.6 321,380 1.5 14,321 4.5

16,180 0.1 14,199 0.1 1,981 14.0

319,521 1.5 307,181 1.4 12,340 4.0

1,079,028 5.0 1,050,090 5.0 28,938 2.8

28,211 0.1 25,601 0.1 2,610 10.2

21,756,030 100.0 21,058,584 100.0 697,446 3.3

令和7年度 令和6年度 対前年度比

市 民 税

個 人

法 人

固定資産税

純固定資産税

国有資産等所在市町村交
付金及び納付金

軽自動車税

環境性能割

種別割

市たばこ税

入 湯 税

合  計

税 目

市民税
35.7%

固定資産税
57.6%

軽自動車税
1.6%

市たばこ税
5.0%

入湯税
0.1%

市税一覧

市民税は、賃金の引き上げ等による給与総額の増加により個人市民税の増が見込まれること等から、約３
億８千３百万円の増
固定資産税は、新増築分の増加等により、約２億６千８百万円の増

6



議会費
0.6%

総務費
12.3%

民生費
40.6%

衛生費
11.0%

農林水産業費
1.8%

商工費
1.3%

土木費
7.4%

消防費
5.8%

教育費
14.8%

公債費
4.4%

予備費
0.0%

一般会計歳出予算の状況（目的別）

歳出予算一覧（目的別） （単位：千円、％）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減 増減率
  1 議会費 261,362 0.6 261,125 0.6 237 0.1
  2 総務費 5,519,511 12.3 4,723,757 10.6 795,754 16.8
  3 民生費 18,138,709 40.6 17,156,255 38.4 982,454 5.7
  4 衛生費 4,925,019 11.0 5,086,511 11.4 △ 161,492 △ 3.2
  5 農林水産業費 809,982 1.8 828,861 1.8 △ 18,879 △ 2.3
  6 商工費  574,689 1.3 608,669 1.4 △ 33,980 △ 5.6
  7 土木費 3,298,869 7.4 4,232,561 9.5 △ 933,692 △ 22.1
  8 消防費 2,577,227 5.8 3,084,653 6.9 △ 507,426 △ 16.5
  9 教育費 6,634,456 14.8 6,817,041 15.2 △ 182,585 △ 2.7
10 公債費 1,981,176 4.4 1,895,567 4.2 85,609 4.5
12 予備費  20,000 0.0 20,000 0.0 0 0.0

合 計 44,741,000 100.0 44,715,000 100.0 26,000 0.1

令和7年度 令和6年度 対前年度比
款

民生費は、児童手当支給事業や民間保育園等振興事業等の増により、約９億８千２百万円の増
総務費は、まちのにぎわいづくり事業（息栖にぎわいテラス）や電子自治体推進事業、国勢調査事業等の増によ
り、約７億９千６百万円の増
土木費は、住宅管理事業（市営住宅建設工事）等の減により、約９億３千４百万円の減
消防費は、災害等対策事業（津波避難施設整備工事）等の減により、約５億７百万円の減
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人件費
16.5%

扶助費
26.5%

公債費
4.4%普通建設事業費

6.4%

物件費
22.8%

維持補修費
2.2%

補助費等
14.9%

積立金
1.2%

投資及び出資金
0.2%

貸付金
0.3%

繰出金
4.6%

予備費
0.0%

義務的経費
47.4%

投資的経費
6.4%

その他
46.2%

一般会計歳出予算の状況（性質別）

歳出予算一覧（性質別）

普通建設事業費は、市営住宅建設工事費等の減により、約１３億３千９百万円の減
扶助費は、児童手当支給事業や民間保育園等振興事業等の増により、約７億７千３百万円の増 
補助費等は、鹿島地方事務組合分担金（環境事業分）等の減により、約４億２千１百万円の減
物件費は、リサイクルプラザ運転管理業務委託料やデジタルトランスフォーメーション推進支援業務委託
料等の増により、約３億６千万円の増 

（単位：千円、％）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減 増減率
21,211,690 47.4 20,046,656 44.8 1,165,034 5.8

7,387,256 16.5 7,080,593 15.8 306,663 4.3
11,843,258 26.5 11,070,496 24.8 772,762 7.0

1,981,176 4.4 1,895,567 4.2 85,609 4.5
2,871,875 6.4 4,211,167 9.4 △ 1,339,292 △ 31.8
2,871,875 6.4 4,211,167 9.4 △ 1,339,292 △ 31.8

補助事業費 441,383 1.0 1,354,666 3.0 △ 913,283 △ 67.4
単独事業費 2,247,442 5.0 2,663,901 6.0 △ 416,459 △ 15.6
県営事業負担金 183,050 0.4 192,600 0.4 △ 9,550 △ 5.0

20,657,435 46.2 20,457,177 45.8 200,258 1.0
10,196,947 22.8 9,836,982 22.0 359,965 3.7

959,117 2.2 950,465 2.1 8,652 0.9
6,636,675 14.9 7,057,445 15.8 △ 420,770 △ 6.0

551,428 1.2 385,528 0.9 165,900 43.0
95,545 0.2 109,112 0.3 △ 13,567 △ 12.4

137,680 0.3 155,240 0.4 △ 17,560 △ 11.3
2,060,043 4.6 1,942,405 4.3 117,638 6.1

20,000 0.0 20,000 0.0 0 0.0
44,741,000 100.0 44,715,000 100.0 26,000 0.1

令和7年度 令和6年度 対前年度比

義務的経費
人件費
扶助費
公債費

投資的経費
普通建設事業費

そ の 他
物件費
維持補修費
補助費等
積立金
投資及び出資金
貸付金
繰出金
予備費

合  計
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1,529,379 1,524,724 1,540,987

5,456,247

4,160,125

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

R5 R6 R7

財政調整基金の予算・決算の状況

予算 決算又は決算見込

予算 決算 予算
決算
見込

1,529,379 1,524,724 1,540,987

1,643,753 1,575,475 1,660,996

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

R5 R6 R7

当初予算の比較

財政調整基金 その他基金 計

R7

（単位：千円）年度末現在高の推移
Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 対前年度予算比

積立基金 合計
当初予算 3,173,132 3,100,199 3,201,983 101,784

決算又は決算見込 7,348,514 6,153,898

 うち 財政調整基金
当初予算 1,529,379 1,524,724 1,540,987 16,263

決算又は決算見込 5,456,247 4,160,125
※上段は予算、下段はR5は決算、R6は決算見込の金額

3,201,9833,100,1993,173,132

参 考

予算時は前年度の
決算剰余金に係る
積立見込額を反映
しないため、決算
では増加する傾向

基金の状況（一般会計）

予算

R7

（単位：千円） （単位：千円）
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28,930,298 28,122,192 27,110,661 26,330,331 25,990,572 27,197,628 28,522,282 31,126,420 33,151,556 36,261,101 36,624,210

7,858,440 7,858,440 7,858,440 7,548,318 7,047,500 6,546,354 6,044,876 5,543,063 5,040,911 4,538,417 4,035,578

0

20,000,000

40,000,000

60,000,000

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6見込 R7予算

全会計市債残高 アリーナ整備費支出予定額

36,788,738 35,980,632 33,038,07233,878,64934,969,101 33,743,982 34,567,158 36,669,483 38,192,467 40,799,518

将来負担額の推移（平成２７年度～令和７年度）

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
(見込)

R7
(予算)

市
債
残
高

一般会計 18,100,067 16,792,130 15,312,046 14,314,808 13,603,686 14,607,704 15,575,878 17,631,926 19,439,401 21,484,799 21,584,002

水道事業
会計 4,253,463 4,404,495 4,514,014 4,404,026 4,310,785 4,234,848 4,274,224 4,349,630 4,356,068 4,404,330 4,438,223

下水道事業
会計 6,576,768 6,925,567 7,284,601 7,611,497 8,076,101 8,355,076 8,672,180 9,144,864 9,356,087 10,371,972 10,601,985

市債残高 計① 28,930,298 28,122,192 27,110,661 26,330,331 25,990,572 27,197,628 28,522,282 31,126,420 33,151,556 36,261,101 36,624,210

債務負担行為に基づ
く支出予定額※ＰＦ
Ｉ事業【 防災アリーナ
購入費(運営費を除く) 】
②

7,858,440 7,858,440 7,858,440 7,548,318 7,047,500 6,546,354 6,044,876 5,543,063 5,040,911 4,538,417 4,035,578

合 計(①＋②) 36,788,738 35,980,632 34,969,101 33,878,649 33,038,072 33,743,982 34,567,158 36,669,483 38,192,467 40,799,518 40,659,788

平成２７年度から、かみす防災アリーナの整備が始まったため、将来負担額が大きく増加しました。
令和２年度以降は、将来負担の急激な増加に留意しつつ、老朽化した施設の更新や集約化など、必要な投資を後回
しにせず着実に推進していくため、将来負担額が増加しています。

（単位：千円）

（単位：千円）

40,659,788
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市長公室 地域医療推進課

 1 医療・健康福祉 1-1 医療

医療特別対策事業重 

・地域医療体制検討委員会からの提言を踏まえ、市民・企業に寄り添う医療体制の確立を目指します。
・市内外の研修医療機関と協力しながら、若手医師等の教育研修環境整備に取り組むとともに、当市の特色を活かした
 取組による医師確保を推進します。
・令和6年度に開催した地域医療シンポジウムにおける市民や医学生、医療従事者の意見を念頭に、若手医師きらっせ
 プロジェクトを推進します。
・救急医療提供体制、入院受入体制の維持充実には、医師のみならず看護職の確保が必須であることから、看護職の
 育成・就業促進を図ります。

・寄附講座開設費寄附金        174,248千円
 医科大学への寄附により、市内医療機関を拠点とした
 寄附講座の設置、教育研修活動のための医師を配置

・医療教育実施委託【市制施行20周年記念事業】600千円 
  市内研修医療機関を会場とし、学校では体験すること
  ができない内容を盛り込んだ医療教育を実施

                    R7当初予算額       542,473千円

・若手医師きらっせプロジェクト
 若手医師確保情報発信等業務委託   19,689千円
 若手医師受入支援事業補助金     82,375千円
  指導医や若手医師が安心して診療・教育・研修
  に専念できる体制整備等を支援
  全国の医師・医学生等に向け、当市の医療政策
  や研修医療機関情報を各種コンテンツにより発信
  

令和７年度の主な取組

概要

・病院経営基盤強化支援補助金     25,000千円
・医療従事者支援事業補助金      990千円
  市内の二次医療機関が実施する企業が求める診療科・
  医療分野に対する取組のほか、看護職の育成や確保、
  就労環境改善に資する取組等を支援

・医師確保事業補助金         110,623千円 
 市内医療機関の常勤医等の雇用に係る経費を支援

若手医師きらっせプロジェクトにおいて、白十字看護専門学校に地
域特色のある講座を設置し看護学校の魅力発信を強化し、看護職の
育成・確保を図る など
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 妊娠３２週以降に保健指導を受けた妊婦または出生届
を提出した保護者に、子育てに役立つ品物（１万５千円
相当）を選べるギフトカタログを贈呈します。
※「子育てタウン」アプリから注文ができます。

子育て応援ギフトカタログの支給

出産・育児支援事業
結婚活動支援事業

概 要

婚活イベントの開催

 結婚を望む独身者のために、安心して参加できる婚活イ
ベントを実施し、出会いの場を提供します。

婚活支援事業補助金の交付

 市内に拠点を置く企業や団体が開催する婚活イベ
ントの費用に対し、上限10万円（３千円×参加者数、
または、全体の参加費の合計1/2のいずれか低い額）
の補助金を交付します。

子育てしやすい環境を整えるため、子育て世代への経済的な支援を行います。また、結婚を望む独身者のために、出会い

の場を提供するほか、出会いの場を創出する団体へ補助を行い、地域全体の結婚に対する機運醸成に取り組みます。

成婚祝記念品の贈呈
 市が開催するイベントをきっかけに成婚された、
市内に住民登録がある方を対象に、記念品を贈呈し
ます。

 子育て世帯の経済的な負担の軽減を図るため、小学校
入学を控えたお子さんをお持ちの保護者に、市内協賛店
で入学に役立つ品物等を購入できるギフト券（３万円
分）を支給します。

子育て支援事業

子育て応援券の支給

子育て支援の推進重 

                   R7当初予算額
（出産・育児支援事業）20,556千円
（子育て支援事業）  31,543千円
（結婚活動支援事業）   1,855千円

福祉部 こども政策課
こども家庭課

 1 医療・健康福祉 2-1 子ども・子育て支援

12



福祉部 こども政策課 

【改正後】０歳～高校生年代（１８歳到達後の最初の年度末まで）

支給対象が高校生年代までに拡大

支給対象

概 要 児童を養育している者に児童手当を支給することにより、家庭等における生活の安定と、次代の社会を担う児童の健やか

な成長に寄与します。

支給月

所得制限なし、第３子以降の手当額が３万円に増額、
多子加算算定対象が２２歳年度末までへ

【改正後】
３歳未満   第１子・第２子 月15,000円
         第３子以降 月30,000円
３歳～１８歳 第１子・第２子 月10,000円
         第３子以降 月30,000円
※第3子以降の算定対象は２２歳到達後の年度末まで
※所得制限なし

年３回から年６回へ

【改正前】 ６月・１０月・２月

【改正後】 ４月・６月・８月・１０月・１２月・２月

※各前月までの２か月分を支給します。

支給額

【改正前】
３歳未満             月15,000円
３歳～小学校修了 第１子・第２子 月10,000円
           第３子以降 月15,000円
中学生              月10,000円
所得限度以上（特例給付）     月  5,000円
所得上限以上            支給なし
※第3子以降の算定対象は１８歳到達後の年度末まで

【改正前】０歳～中学校修了（１５歳到達後の最初の年度末まで）

令和６年１０月（１２月支給分）から拡充しました

 1 医療・健康福祉 2-1 子ども・子育て支援

 児童手当支給事業
                    R7当初予算額       2,197,135千円
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福祉部 こども政策課

● 政府がR6年12月に発表し、R５からR６に過去最大

10.7％の引き上げがありました。

0

5

10

15

R4年度 R5年度 R6年度

処遇改善の推移

人件費の引き上げ率

(％)

運営費

● 基本額

【人件費】保育士、調理員、非常勤職員（嘱託医等）雇上費

【管理費】事務管理費、保健衛生費、修繕費、苦情解決対策費等

【事業費】給食材料費、保育材料費等

● 加算額

【人件費】（配置・実施状況等に応じて加算）　所長設置加算、

事務職員雇上費加算、主任保育士専任加算、処遇改善等加算等

【管理費】施設機能強化推進費、冷暖房費加算

● 調整費（減額するもの）土曜日閉所する場合等

● 国が定めた｢子ども１人にかかる保育の費用

（公定価格）｣に園児数を乗じて算定されます。　　　　　　　

※ 市内の私立保育園等の数（R7.1月末）

　　認定こども園4ヵ所、保育園20ヵ所、

　　小規模保育事業所等8ヵ所 ● 仕事量に比べて所得

が低いとされる保育士

等の給料を引き上げて

います。

私立保育園等の運営面での健全化や、保育サービス・保育環境の充実のため、国が定めた公定価格に

より市内の各施設に運営費が支払われます。

　Ｒ４年度　　2,936,725千円（決算）

　Ｒ５年度　　3,025,311千円（決算）

　Ｒ６年度　　3,381,187千円（見込）

過去最大

保育所運営費の概要

公定価格の内訳

保育士等の人件費（公定価格）を１０．７％引上

保育所運営費の推移

 1 医療・健康福祉 2-1 子ども・子育て支援

 民間保育園等振興事業（保育所運営費）
                    R7当初予算額       3,756,473千円
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健康増進部 健康増進課

 

主な事業

目 的

妊娠期から乳児期にかかる費用の助成

妊娠期から乳児期にかかる費用の助成や一般不妊・不育症治療費の一部助成を行い、母子の健康の保持増進および経済的負担の軽減
を図ります。

一般不妊・不育症治療費助成事業

●一般不妊治療助成 

 保険適用外の不妊検査および一般不妊治療(人工授精等)費の 
 一部を助成します。(上限５万円)

  令和7年度より、初回不妊検査日における
  女性の年齢制限を撤廃します。

●不育症治療費助成

 妊娠はするものの流産や早産を繰り返すなどで出産まで至らず

 医師から｢不育症｣と診断され、その治療について医療保険各法

 の規定に基づく保険給付が適用されない検査費及び治療費の

 一部を助成します。(年度中1回・上限10万円)

拡 

 ●妊産婦健康診査（妊娠期14回、出産後2回）

 ●新生児聴覚検査

 ●1ヶ月児健康診査

 ●乳児健康診査（４～7ヶ月児・９～１１ヶ月児の2回）

 ●未熟児に該当する場合は養育医療費の給付

 ●産後ケア事業                など

 ●多胎の妊婦に対しては、妊婦健康診査にかかる

  費用を1回5,7８0円で最大5回まで追加で助成

  します。

 1 医療・健康福祉 2-１子ども・子育て支援

母子保健事業重 

                    R7当初予算額       109,797千円
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健康増進部 健康増進課 

目 的 各種がん検診や住民健診等の受診を促進し、生活習慣病等の早期発見を図ります。
また、健康教育等により、市民の健康に対する意識の向上や行動変容を促し、健康の保持・増進を図ります。

     がん検診   住民健診 

  かみす健康マイレージ

肺・胃・大腸・乳・子宮・前立腺がん
検診と、肝炎ウイルス検査
胃がんリスク検診（ピロリ菌）
の自己負担金を無料とすること
で受診を促進します。

生活習慣病予防健診（16歳～39歳）の基本項目分
の自己負担金を無料とすることで、受診を促進し
ます。
※国保被保険者（40歳～74歳）及び
後期高齢者医療被保険者も無料

市民の主体的な健康づくりを応援するため、 
５つの健康目標のうち、３つ以上達成した方に 
抽選で景品をプレゼントします。

・神栖市地域食育サポーター
 市が実施する養成講習会を修了した地域食育
 サポーターが、地域において講話や調理実習
 を行い、減塩・適塩を推進します。

目指そう！
健康長寿！

主な事業

神栖市は無料！

・生活習慣病予防対策の疫学研究
 筑波大学と協働で、働き盛りの年代における
 高血圧症や糖尿病等の生活習慣病の予防を図
 るための、調査・研究を行います。

         健康に対する意識の向上 神栖市独自の取組

【令和６年度景品例】
 ＥＭＳ運動機器、自動調理鍋、
 自動血圧計、協賛企業からの
 各種協賛品 など

 1 医療・健康福祉 3-1 保健

健康増進事業重 

                    R7当初予算額       128,610千円
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健康増進部 保健予防課

 
目 的

   予防接種にかかる接種費用の助成

伝染の恐れがある疾病の発生及びまん延を予防するために、予防接種を行い、公衆衛生の向上及び増進に努めます。 

拡 

  帯状疱疹予防接種

・当該年度内に65歳に到達する方

・60歳以上65歳未満のヒト免疫不全ウイルスによる免疫

 不全の身体障害者手帳１級の認定を受けている方   

・当該年度内に70歳、75歳、80歳、85歳、90歳、95歳、

 100歳に到達する方(令和7～11年度[５年間])

・100歳以上の方(令和7年度のみ)

 
 ※対象者のうち、生活保護受給者は全額公費助成

予防接種法に基づき実施する定期の予防接種について、対象疾病の

類型に基づき、接種費用の全額または一部を公費助成します。

・A類疾病：主に乳幼児期から青年期(高校卒業まで)に接種を

       するもの（※原則、全額公費助成）

 →ロタ、B型肝炎、小児肺炎球菌、BCG、５種混合(ジフテリア、

 百日咳、破傷風、ポリオ、ヒブ)、MR(麻しん風しん)混合、

 水痘、日本脳炎、２種混合(ジフテリア、破傷風)、子宮頸がん 

 (HPV)

・B類疾病：主に高齢期に接種をするもの

          （※一部公費助成あり）

 →肺炎球菌、インフルエンザ、新型コロナウイルス感染症

  ※帯状疱疹（令和7年度から定期の予防接種に追加）

  

対象者1

種類 接種費用総額
(目安) 助成額

不活化ワクチン 20,000～24,000円×2回 6,000円×2回

生ワクチン 9,000～10,000円×1回 3,000円×1回

対象疾病

対象者2(経過措置)

助成内容

新 

 1 医療・健康福祉 3-１保健

保健予防事業重 

                    R7当初予算額       362,780千円
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 生活保護に至る前の段階で、生活に困窮する方（又はその恐れのある方）が自立できるよう支援します。

福祉部 社会福祉課

目 的

生活困窮者自立相談支援事業

生活相談を総合的に受け付け、相談者の困窮（又は困窮となる見込み）の
状況や内容に応じて利用可能な制度等につなげます。

生活困窮者就労準備支援事業 家計改善支援事業  住居確保給付金
居住支援事業 

※一時生活支援事業から改称

 通常の就労活動が困難である

方（例：ひきこもり等）に対し、

社会との接点や他者とのコミュ

ニケーションを持てるよう支援

し、就労活動につなげます。

 世帯の収入に応じた適切な家

計管理が困難である方に対し、

家計再生の計画やプラン作成を

通じて、持続的な家計改善を支

援します。

 離職等により困窮し住居を喪

失した（又はその恐れがある）

方に家賃相当の給付金を支給し、

生活基盤となる居所を確保する

ことで、次の就労を支援します。

 住居を喪失した方に対し、一

時的居所（県営住宅）や食材・

衣類等を提供するほか、状況に

応じて見守り訪問を行うことで、

生活の立て直しを支援します。

相談内容に応じた各種支援事業

生活困窮相談の
総合窓口機能

 1 医療・健康福祉 3-3 地域福祉

生活困窮者自立支援事業重 

                    R7当初予算額      37,754千円

福祉部 社会福祉課
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福祉部 障がい福祉課 

目 的 原油価格や電気、食料品等の物価高騰の影響を受けている、市内の障がい者施設等の負担を軽減し、安定した事業継

続ができるよう支援金を支給します。

 令和７年４月１日時点で市内に所在し、令和６年４月から令

和７年３月までに、障害者総合支援法または児童福祉法による、

障害者（児）福祉サービスの給付請求実績のあるもの。

対象施設

  訪問系          50,000円

  日中活動系      100,000円～200,000円

  施設入所                    300,000円

  居住支援系      200,000円

  訓練・就労系     100,000円

  計画相談         50,000円

  障害児通所支援    100,000円

  

補助金額

内容（施設区分ごと）

障がい者施設

 入浴、排せつ、食事の介護等を自宅で行う居宅介護（訪問

系）や、それらの介護等を施設で行う生活介護（日中活動系）、

また一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとと

もに、知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う就労継続

支援事業所（訓練・就労系）などがあります。

 1 医療・健康福祉 3-４ 障がい福祉

障がい者施設等物価高騰対策支援事業新 

                    R7当初予算額       9,000千円
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生活環境部 防災安全課

津波避難施設整備
R6繰越予算額：404,318千円

目 的

 舎利浜地区における、津波から逃げ遅れてしまう可能性の
ある避難困難者の解消を図るため、津波避難施設（高台）の
整備工事を行います。

食糧・保存水・資機材の購入

●令和７年度に期限を迎える食糧（アルファ米、
 粉ミルクなど）を更新します。また、簡易ト 
 イレパック等の資機材を整備します。

     激甚化する自然災害等に備え、長期的な避難生活に
対応するための食糧・保存水を備蓄するほか、避難所運営
に使用する資機材を整備します。

・令和7年4月着工
・令和8年1月末完成予定

工事スケジュール

目 的

実施内容

防災訓練の実施

目 的             住民参加型の避難訓練を年に２回実施し、洪
水や津波からの避難に関し、避難先や避難経路の確
認を行うとともに、体験型の総合防災訓練により更
なる防災意識の高揚を図ります。

R7予算額：17,124千円

R7予算額：1,640千円

高台
・収容人数   300人
・施設の高さ    5ｍ
・避難スペース 400㎡

 高台には階段、スロープ
を設置し、敷地内にトイレ
を設置する予定です。
 平常時は、防災啓発施設
として利用します。

施設概要
波崎消防署波崎西小学校

整備予定地

波崎総合支所

イメージ図 洪水対応車両展示 応急給水訓練避難所開設・避難者受入訓練

 2 生活環境 1-1 防災・危機管理        R6繰越予算額（災害等対策事業） 404,318千円
 R7当初予算額（災害等対策事業）   52,481千円

（防災訓練事業）  1,640千円
                 合計458,439千円災害等対策事業・防災訓練事業重 
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目 的 　大野原コミュニティセンター、若松公民館は自主避難所に指定されており、災害時、自主避難を希望する方の問合せ
状況により避難所を開設します。安全安心な避難所となるよう施設の改修を行い、通常利用のほか自主避難所としての
機能強化を図ります。

スケジュール (予定)

若松公民館　体育室空調設備改修工事　設計業務委託

　体育室に冷暖房機能を備えた空調

設備を新たに設置することで、避難

所としての機能強化を図るとともに、

通常利用者の利便性の向上を図りま

す。

体育室

　競技場床面積     573.6㎡

　避難者収容人数    285名

建築 昭和53年度 延床面積2,619㎡
鉄筋コンクリート造 地上２階建て　  

令和7年 5月　　 設計
令和8年度以降　工事実施
　　　      

体育室の状況

スケジュール (予定)

大野原コミュニティセンター　多目的ホール空調設備改修工事

　現在設置されている暖房機器を冷

房機能も備えた空調設備に改修しま

す。避難者の滞在を想定し、風や音

の影響を抑えた空調設備の設置を予

定しています。

多目的ホール

　競技場床面積     360.0㎡

　避難者収容人数    180名

令和7年  5月　    　工事着工（通常開館 ※一部利用制限あり）
　　　  10月　   　 完了
　　　  11月から　通常開館

多目的ホールの状況

建築 平成元年度 延床面積1,203㎡
鉄筋コンクリート造 地上2階建て　  

 2 生活環境　1-1 防災・危機管理

 自主避難所の環境整備
     R7当初予算額　　　　　　　　　　　　

 （コミュニティセンター管理運営事業）72,268千円
 （若松公民館管理運営事業）　　　　　  5,500千円
　　　　　　　　　　　　　　　　 合計77,768千円

企画部 市民協働課
教育委員会 若松公民館
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生活環境部 環境課

　　　　　市民の安全な生活環境の維持と、これ以上の不幸ないのちをつくらないため、多様化する動物行政において、愛玩動物だけで
　　　　　なくコウノトリ等の野生動物を含めた、動物愛護の普及及び適正飼育の促進を図ります。

●愛玩動物の適正飼育に係る講演会の実施
　外部講師を招き、愛玩動物を飼育するための正しい知識や
　飼育マナーの向上を図ります。

●狂犬病予防注射接種の促進
　茨城県獣医師会と連携を図り、公共施設等で集合注射を実施することにより、
　狂犬病予防注射接種率の向上を図ります。

●拠点施設の整備に向けた検討
　多様化する動物行政の集約を担う拠点施設の整備に向け、市内で活動される
　動物愛護団体等と連携を図り、整備及び運営等の方針の検討を進めます。

野生動物（生物多様性の保全）

●犬及び猫の不妊・去勢手術補助金交付
　不妊・去勢手術をした犬や猫の飼い主を対象に補助金を交付します。
　　補助金額　手術費用の1/3（上限額　犬：10,000円、猫：5,000円）
●飼い主のいない猫の不妊・去勢手術補助金交付
　飼い主のいない猫の不妊・去勢手術をした方を対象に補助金を交付します。
　　補助金額　手術費用の10/10（上限額　オス：7,000円、メス：10,000円）

目 的

愛玩動物の適正飼育促進事業

犬猫の不妊・去勢手術補助金交付事業

足環装着作業水田で餌を探すコウノトリ

●コウノトリの足環装着
　本市でふ化した、特別天然記念物かつ絶滅危惧種に
指定されているコウノトリのヒナに個体識別用の足環
（あしわ）装着作業を実施し、個体保護及び生態系の
保全を図ります。

※ 足環･･･野外個体群管理において重要となる情報を
得る目的で装着しており、足環によって個体識別が可
能となるほか、移動、配偶関係、遺伝的組成など野生
復帰に係る研究データを得ることができるもの

 2 生活環境 2-1 環境保全・公害防止

動物愛護及び適正飼育促進事業重 

                    R7当初予算額        18,610千円
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 地域エネルギー利活用推進事業
  

e.CYCLE事業概要 地域活性化資金活用例

 避難所への太陽光発電や蓄電池、非常時にＥＶ（電気自動
車）を動く蓄電池として活用できる設備の導入などにより、防
災レジリエンス（災害対応力）の強化を図ります。

 脱炭素社会実現への取組と
して市内公共施設等へＥＶ
（電気自動車）１５台を導入
します。当面は通常の公用車
として使用し、将来的には動
力の再エネ化やカーシェアリ
ングへの展開も検討します。

企画部 政策企画課

 e .CYCLE事業者と連携し、神栖市内で
再生可能エネルギーにより発電した電気
を地産地消や地域間流通し、それにより
得られた電気代の一部を地域活性化資金
とし市内へ再投資することで地域の活性
化や課題解決、脱炭素社会の実現を目指
します。

事業内容 ＥＶ（電気自動車）導入

防災レジリエンス（災害対応力）強化

令和６年度新エネ大賞
新エネルギー財団会長賞 受賞事業イメージ図

電気自動車イメージ

 2 生活環境 2-1 環境保全・公害防止

地域エネルギー利活用推進事業重 

                                       R7当初予算額       569千円
    R7地域活性化資金見込額  40,000千円(予算外)
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         R7予算額 609,945千円
 
・新可燃ごみ処理施設整備事業
・災害廃棄物仮置場候補地購入費
・一般廃棄物処理基本計画及び循環型社会
 形成推進地域計画策定委託料

 波崎地域におけるごみの自己搬入の利便性を維持するため、波崎可燃ごみ中継施設を整備します。
 また、災害廃棄物処理を迅速に行うため、災害廃棄物仮置場候補地として、鹿島共同再資源化センター（株）用地を購入します。
 さらに、一般廃棄物処理基本計画の改定と共に循環型社会形成推進地域計画を策定し、循環型社会形成推進交付金を活用した
 旧塵芥焼却場の解体を検討します。

生活環境部 廃棄物対策課

概 要

波崎地域の自己搬入ごみ

市許可業者収集ごみ

波崎可燃ごみ
中継施設

目 的

可燃ごみの収集体制主な事業内容

スケジュール

波崎可燃ごみ中継施設

災害廃棄物仮置場候補地購入 ～令和7年3月
当初予算計上

令和7年4月
仮契約締結

～令和7年3月
 計画・設計書・

仕様書作成

令和8年4月～
施設稼働

 安定的なごみ処理を行うことで、地域の公衆衛生の向上と維持を図るとともに、環境負荷軽減のため、分別指導・情報提供などの啓発
活動を行います。また、市民が行う資源物回収等を支援し、より一層のごみの減量化・再資源化を推進します。

～令和8年3月
整備工事

令和7年6月
議会承認後

本契約

神栖地域の自己搬入ごみ

鹿島共同可燃ごみクリーンセンター

 2 生活環境 2-2 廃棄物対策

重 

                    R7当初予算額        1,175,696千円

廃棄物減量処理対策事業
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    産業拠点としての鹿島臨海工業地帯の競争力強化を図るとともに、企業誘致を推進し、安定した雇用を確保します。
    鹿島臨海工業地帯の産業活動を支える鹿島港の整備促進と機能拡充を図ります。

産業経済部 企業港湾商工課

概 要

コンテナ貨物の荷主等への助成内容

目 的

１.立地環境整備など鹿島臨海工業地帯の競争力強化の取り組みを推進
 （事業所の新増設に係る課税免除等）
２.コンテナ貨物の荷主等への助成

鹿島港振興協会

24,700千円

県:35％(8,645千円)
荷役企業等:30％(7,410千円)
市:35％(8,645千円)
 うち神栖市の負担額は7,781千円

総事業費に対する負担割合

事業主体

総事業費

韓国定期コンテナ航路：週１便運航
国際フィーダー航路   ：週２便運航   

●荷主向け                          
基本額(輸出)

円／本
基本額(輸入)

円／本
最大単価
円／本 加算メニュー

新規利用 10,000 15,000 32,000
・国際フィーダー※１利用
・モーダルシフト※２ 
・最寄港利用・県産農林水産物輸出

継続利用 5,000 8,000 16,000
・国際フィーダー利用
・最寄港利用
・県産農林水産物輸出

大口荷主 年間利用本数に応じ20万円～100万円／ルート

●船社向け 新規航路開設 3,000円/ 本   航路安定化確保 1,000円/本

●フォワーダー※３向け新規利用企業開拓支援 新規利用の該当助成額の2割
☆対象者ごとに助成上限額あり

※１ 国際コンテナ戦略港湾（阪神港・京浜港）と国内各港を結ぶ支線の役割を担う航路
※２ トラック等の自動車で行われている貨物輸送を環境負荷の小さい鉄道や船舶の利用へと転換すること
※３ 荷主と運送事業者との間に立って、貨物の運送取扱、利用運送及びこれらに付帯する業務を行うことを業とする者

新 

拡 

 企業・港湾振興事業
                    R7当初予算額       11,672千円 3 産業 1-1 企業誘致

25



産業経済部 農林課

 農業従事者が減少する中、持続可能な力強い農業を実現して
いくため、ピーマンをはじめとした神栖市産農産物のブランド
強化・PR等を行い、農業を通じた地域の活性化を図ります。

目 的

R7予算額 500千円

●新規就農者等支援事業費補助金

新たな生産・加工・販売・流通の仕組みを構築する方に対する補助

補助率：1/2以内、上限：50万円補助金額

(1)経営開始資金 
 生活安定補助：年上限150万円、最長3年間
(2)経営発展支援事業 
 経営拡大をする方向け：上限750万円

活用事例

対象者 認定新規就農者、中高年新規就農者 等

・米の生産加工、商品化及びブランド化
・新たな病害虫防除の取り組み（赤色LED）

R7予算額 1,500千円

農業用機械の取得：1/3以内、上限50万円
農業用パイプハウスの導入：1/3以内、上限100万円
荒廃農地の再生作業経費：1/2以内、上限50万円

R7予算額 2,000千円

●新規就農者育成総合対策事業費補助金

補助金額

補助金額

国補
事業

 新規就農者育成支援

魅力ある産地づくり支援事業費補助金

新

補助金額

拡大希望のある耕作者の農地を確保し、遊休農地の解消と利活用
を促進するために、農地の再生に係る経費の一部を補助

遊休農地の再生に関する費用の２分の1以内（上限5万円/10a）
樹木の伐根が必要な場合、当該費用の2分の1を加算（上限15万円
/10a）

対象者
農地中間管理事業を活用した利用権設定済みの農地を有する農
業者であって再生作業を行なうもの

遊休農地解消支援事業費補助金

貸したいけど荒れていて…
借りたいけど費用がかかる

遊休農地解消
耕作地拡大

R7予算額 4,100千円

 3 産業 2-1 農業

農業振興事業重 

                    R7当初予算額       58,604千円

26



産業経済部 農林課

目 的

 農薬使用を減らし環境負荷の軽減や安全安心
な農産物を生産するため、病害虫の適切な防除
に対して補助

 生産性・付加価値向上のための機械
等導入や、ICT・高性能機械の導入等に
対し補助

 燃油価格が一定以上高騰した場合に補填金が受けられる「施設     
園芸セーフティネット構築事業」への加入を促進するため、積立
金の一部を市が補助

 日本一の出荷量を誇るピーマンなどを作付する市内園芸農家に対し、付加価値・収益性向上のための機械導入や
農作物の安定生産のための支援、天敵農薬等の購入費の支援を行うことで、園芸農業の振興を図ります。

園芸暖房機

R7予算額 1,890千円

R7予算額 12,000千円

R7予算額 17,100千円

補助内容
事業費の1/2
（県補助額1/3、市補助額1/6）
事業主体：農協・営農集団

R7予算額 13,000千円

天敵昆虫（生物的防除）や粘着シート等
の防除資材（物理的防除）購入経費の
10％以内
事業主体：農協・農業者団体

補助内容

3円/L×燃油使用量×1/2
事業主体：国セーフティネットの積立金
     を納付した農業者団体等

補助内容

 農業者の負担軽減を図るため、農
業用ハウスのビニール張り替えに使用
する被覆資材等の購入費に対して補助

補助内容

対象経費の5分の1(上限10万円)
事業主体：農協・農業者団体、
     農業法人、個人農家

農業用ハウス

農業用ハウス被覆資材張替事業費補助金

燃料費高騰対策事業費補助金 儲かる産地支援事業費補助金

安全安心な農産物推進事業費補助金

養液土耕栽培（自動潅水施肥）システム

 3 産業 2-1 農業

 園芸振興事業
                    R7当初予算額       54,230千円
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波崎総合支所 水産・地域整備課

目 的

 水産業の活力の増進と持続的な発展を図るため、意欲ある漁業者
や水産加工業者等の新たな商品開発や販路開拓等の多様な取り組み
を支援します。

対象事業

● 地元水産物を活用した新たな加工品開発・商品化 
● 活魚出荷に関わる設備等の導入
● 他業種と連携した地産地消や観光漁業の取り組み
● 産地直送や新たな販売先の開拓 等

補助金活用事例

水産業元気アップ支援事業補助金 R7予算額 3,750千円

市の重要基幹産業である水産業の維持安定に努め、漁業・水産加工業の振興を図ります。

事業内容

その他、水産業振興のための補助事業
● 魚食普及事業：各種イベントでの無料配布や料理実演などの魚食普及活動
● 内水面漁業振興事業：しじみ、ふな等の放流や人工養殖事業など、水産資源の回復に向けた取り組み
● 海面・内水面小型船漁業振興事業：種苗放流や新漁場開拓の資源調査など、資源管理型漁業の強化 等

                    R7当初予算額       28,824千円

ラベル作成、ブランド化による魚価向上 ホームページリニューアルによる販路拡大 シジミの産地直送に向けた種苗生産試験生シラスの商品化、一般販売

水産業振興事業重 

 3 産業 2-2 水産業
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●スポーツ協会等への誘致活動
●スポーツ雑誌への広告出稿
●スポーツツーリズムEXPOへの出展
●インフルエンサー活用

●スポーツイベント等の開催
●スポーツツーリズム推進等助成金
●インバウンド誘客
●国際大会の開催

●満足度向上
「また神栖で合宿（大会）をしよう！」と
思えるよう、官民が連携して満足度向上を
目指し、リピーターの確保に努めます。

「知る」「来る」「満足する」をスローガン
に、各種競技団体等へのプロモーション活動
を通して、新規スポーツイベントやトップス
ポーツ合宿の誘致、さらには合宿地としての
満足度向上に向けた事業を行います。

交流人口の増加及び地域経済の活
性化を図るため、各種スポーツ大
会や合宿に対する開催支援及び誘
致活動などを行い、スポーツツー
リズム推進協議会と連携しながら
スポーツツーリズムを推進します。

来 る
目 的

概 要 

満足する

知 る

 3 産業 2-4 観光

スポーツツーリズム推進事業重 

                    R7当初予算額       13,164千円

公式
国際
大会

初開
催決
定！

アルティメット
アジア・オセアニア大会

産業経済部 観光振興課
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首都圏で人気の高いラジオ番組内で神栖市
の海水浴場紹介コーナーを放送
併せてラジオCM放送、番組SNSで紹介

 ビーチイベント

海水浴場誘客促進事業

概 要

当市の観光スポットやイベント情報を広く発信するとともに、フィルムコミッション事業を通じ新たな魅力の発掘と知名度
向上に取組み、当市への誘客を促進します。また、まつり等のイベントへの助成を行い観光振興と地域活性化を図ります。

・桜まつり等イベントの実施
・観光PRブース出展
・各種メディアでの広告・宣伝

イベント・観光PRによる誘客促進
・撮影誘致、ロケ地紹介
・撮影支援

フィルムコミッションによる知名度向上
・まつり事業補助金
・観光行事助成金
 

まつり・イベントへの助成

日川浜海水浴場 波崎海水浴場

ビーチイベント

海水浴期間中に砂浜を
活用した誰でも気軽に
参加できるイベントを
実施

 ラジオによる海水浴場PR
  観光スポット発掘フォトコンテスト
観光資源発掘・再発見事業

写真を撮るのが好きな人、写真を見るのが好きな人が集まるアカウントを
通じてSNS投稿型のフォトコンテストを実施

・写真を撮ることが好きな人
・SNSに投稿したい人
・写真の場所に行ってみたい人

観光への動機付け
・応募作品を活用した観光PR
 (ガイドマップ/ポスター/ホームページ等)
・応募者等のSNS投稿による情報発信

観光PR/認知度向上

期
待
さ
れ
る
効
果

観光PR観光スポット発掘

観光資源の発掘/再発見
・見過ごしていた魅力の発見
・新たな観光コンテンツの発掘
・ロケ地の発掘

概 要

主な事業内容

 3 産業 2-4 観光

 観光振興事業
                    R7当初予算額       59,274千円

新 

産業経済部 観光振興課
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 波崎東明神周辺地区の建物密集と接道不良を解消し、防
災性の向上を図りつつ、にぎわいのある住環境の創出を目
指します。
① ”みち”づくり
 地区の骨格となる防災道路（幅員6m）の整備
 建替えを可能にする生活道路（幅員4m）の整備
② ”みどり”づくり
 身近な公園・広場の整備
③ ”にぎわい”づくり
 地区に点在する空閑地の利用による人口増加など

整備の基本方針

整備効果

● 道路、公園の整備による防災性の向上
● 接道不良の解消による建替えの促進
● 空閑地の利用促進

令和7年度 主な実施内容

市道1015号線拡幅整備 延長＝約100m

市道1017号線拡幅整備（水道含む） 延長＝約50m

市道1018号線拡幅整備（水道含む） 延長＝約85m

市道1285号線拡幅整備に係る用地交渉

これまでの整備状況

道路整備 5路線 総延長＝約975m

公園整備 2箇所 総面積＝約1,350㎡

ポケットパーク整備 2箇所 総面積＝約500㎡

整備前 整備後

 4 都市基盤 1-1 拠点・市街地整備                     R7当初予算額       119,404千円

 住環境整備事業

波崎総合支所 水産・地域整備課

整備済箇所

整備箇所

用地交渉箇所

神栖市住環境整備事業区域

重点整備地区

整備計画図
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都市整備部 住宅政策課

・管理不全な空家等の所有者等に対し適正な管理を促し、倒壊等の恐れがある危険な空家等の減少を図ります。
・空き家の利活用を通じて、良好な住環境の確保及び空き家を活用した移住の促進を図ります。

1,196千円

 空家バンクに登録された空家を所有者
から借り上げ、移住希望者向けのお試し
住宅として運営します。
 家族での移住体験やテレワークの実現
可能性体験、ワーケーション等の利用を
通して移住定住に繋げていきます。

空家利活用促進事業補助金 移住・定住お試し住宅

4,565千円

【補助額】
①改修事業補助      1,200千円
②家財道具処分事業補助     100千円
③成約奨励金事業補助     50千円

6,000千円

 神栖市空家バンク制度により、利活用可
能な空家の循環を目指します。また、バン
ク登録物件の流通促進及び居住性向上のた
めに実施する改修や家財道具処分等の費用
の一部を支援します。
 所有者の意識啓発のために各種セミナー
を開催し、管理不全状態になる前に活用を
するように促し、危険な空家の発生を抑制
します。  第三者に被害を与える恐れのある特定

空家等及び管理不全状態の空家等を減少
させるため、所有者等に適正管理を促す
指導を実施するほか、自主的に行う解体
工事の費用の一部を支援します。

※交付額：①及び②は上限額、③は定額

目 的

第３期空家等対策計画改定

空家解体支援事業補助金

 令和７年度末に期限を迎える第２期神
栖市空家等対策計画の改定にあたり、空
家対策特措法の改定内容や令和６年度実
施の空家等実態調査の結果を反映して、
今後の市の空家施策の方向性を決定しま
す。

9,900千円

【補助額】
①特定空家等   上限   1,000千円
②不良住宅       上限      700千円
③管理不全空家等  上限   500千円

 4 都市基盤 1-3 空き家対策                     R7当初予算額       26,008千円

空家等対策事業重 
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産業経済部 地籍調査課

　地籍とは、いわば「土地に関する戸籍」のことです。地
籍調査事業では、国土調査法に基づき、一筆 （土地の単
位）ごとに土地の所有者・地番・地目などを調査し、境界
の確認と精度の高い測量を行い、地図と簿冊（地籍図と地
籍簿）にとりまとめていきます。

　その結果をもとに、法務局（登記所）に備えてある当市
の過去の「公図」や「土地登記簿」の記載内容が修正され、
地籍の明確化が図られます。

 地籍調査事業の流れ
（事業計画・準備）

確かな境界線 豊かなまちづくり
　●認証、承認、法務局へ送付
　　日川Ⅱ－１地区
　　太田但馬山Ⅱ地区
　●地籍図及び地籍簿作成、閲覧等
　　知手中央五丁目地区
　●一筆地調査及び測量
　　知手中央四丁目地区
　　日川Ⅱ－２地区

　地籍調査が行われると、土地資産が保全され、相続や土
地取引がスムーズに進むほか、災害復旧の迅速化 、境界ト
ラブルの未然防止、公共事業の円滑化、課税の適正化など、
様々なメリットが生まれます。

対象区域ごとに説明会
を開催

土地の境界を
確認

(一筆地調査)

一筆ごとに
測量を実施

「地籍図」と
「地籍簿」案   

を作成

地籍調査の
成果を確認
(閲覧/訂正)

県の認証、
国の承認後、

法務局(登記所)
へ送付

事業費の負担割合

 地籍調査とは  事業概要

 地籍調査の効果

国      50％

茨城県 25％

神栖市 25％

境界は所有者の
立会と合意で！

閲覧で
成果を確認！

 4 都市基盤 1-4 地籍調査

 地籍調査事業
                    R7当初予算額        48,354千円
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都市整備部 道路整備課

生活道路において、未整備道路の舗装及び側溝の整備を行い、通行性や利便性の向上を図ります。
また、主として交通量の多い道路等について、長期的視野で計画的に改修工事を実施し、経年劣化
及びわだち等を解消することにより、良好な道路機能を維持します。

目 的

市道８－１０５号線

測 量                設 計 工 事 監 理
●市道整備事業
測量設計監理委託料（新設）12,000千円
工事請負費（新設）    149,000千円
その他            4,062千円

●市道補修整備事業
測量設計監理委託料（維持） 26,000千円
工事請負費（維持）     446,720千円
その他           426,446千円

●Ｒ７年度 主な新設路線
神栖地区 市道3339号線      外2路線
波崎地区 市道3113号線    外5路線

●Ｒ７年度 主な改修路線
神栖地区 市道8ー105号線      外4路線
波崎地区 市道2239号線         外2路線

設計測量 工事 監理 快適な
道   路

市道８－１０５号線（神栖市東深芝地内・舗装改修）

 4 都市基盤 2-1 道路・河川

 市道整備事業・市道補修整備事業
            R7当初予算額            

 （市道整備事業）       165,062千円
 （市道補修整備事業）  899,166千円

               合計1,064,228千円
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目 的

 過去に浸水被害のあった地区を中心に、側溝及び排水路を整備し、長期的視野で整備効果を検証しながら、計画的に改修工事

等の雨水排水対策を実施します。また、既存の老朽化した排水路を改修し排水機能を維持します。

●排水路維持管理事業
 ・土合北一丁目地区雨水排水路整備工事
 ・日川地区雨水排水路改修工事
 ・知手中央五丁目地区雨水管渠補修工事 等 

●市道整備・市道補修整備事業
 ・市道3335号線道路改良設計業務（東宝山地区）
 ・市道3339号線側溝新設工事（横瀬団地地区）
 ・市道1279号線側溝新設工事（明神前地区）     等
 

冠水対策 施工例

事業概要

施工前  施工後

道路の嵩上げと側溝の整備で、排水能力を強化水路が片側にしかなく、排水能力が不足

側溝 側溝嵩上げ

断面図

水路

断面図

 4 都市基盤 2-6 雨水

 雨水排水対策事業

                   R7当初予算額           
（排水路維持管理事業）  252,610千円 
（市道整備事業）      74,000千円
 （市道補修整備事業）      33,720千円

               合計360,330千円

都市整備部 道路整備課
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教育委員会 教育指導課

■教職員の指導力の向上
１）校内研修の支援やその核となる教員の育成により、各校
 の授業改善並びに神栖市授業スタイルの自校化・自分化を
 目指します。
２）市アクティブ・ティーチャー研修を通して、
 教職員の視野や見聞を広めることで、「質の
 高い教師集団」を育成します。

■きめ細やかな指導体制
 学習指導補助員（小学校）及び学習指導補助教員（中学校）を
 配置し、教員の負担を軽減しながら、ティームティーチング等、
 一人ひとりを大切にしたきめ細かな指導を行い、基礎的・基本
 的な学力の定着を図ります。 
■外国語教育の充実
 British Hillsでの研修やイングリッシュキャンプなどを通じて、
 英語力や国際感覚を育成します。
■放課後こども教室
 主体的に学習や体験活動に取り組む場所をつくり、
 豊かな心を育み、基礎学力の向上を目指します。

目 的 学習支援体制の充実や教職員の資質向上を図り、児童生徒の確かな学力の定着を目指します。

主体的・対話的で深い学びの実現

全国学力・学習状況調査結果の分析と授業改善

キャリア教育の推進

■児童生徒が学ぶことと将来のつながりを考えながら、自分らし
 く生きることを目指せるよう、各小中学校のキャリア教育を推
 進します。
 市内外の企業・事業所等と教育分野が連携し、意見交換や交流
 活動を展開する「キャリ☆フェス神栖」を通して、学ぶ意義や
 働くことの大切さ､地域のよさに気づく機会を設けます｡

学習支援体制の充実学校図書館の充実

部活動の地域展開
■生徒の多様なニーズを踏まえた活動環境の整備 
 多様化する生徒の活動ニーズに応えるため、地域
 展開と地域クラブ活動の環境を整備します。

■市内各小中学校へ、図書館指導補助員を配置し、学校図書
 館の管理運営に関する補助を行うことで、学校図書館の充
 実を図ります。

■市全国学力・学習状況調査結果検討委員会を設置し、児童生
 徒の学力や学習状況を把握・分析することにより、教育活動
 の成果を検証し、授業の改善を図ります。

 5 教育・文化 1-2 学校教育

重 

                    R7当初予算額      169,065千円

学力向上推進事業
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 GIGAスクール構想により整備したタブレット端末の利活用を推進し、「個別最適な学び」と「協働的な学び」の充実を図ります。

教育委員会 学務課

目 的

概 要

GIGAスクール構想による1人1台端末の更新

 文部科学省が推進するGIGAスクール構想第1期により令和2年度

に整備したタブレット端末を令和7年度に更新します。

国の補助金を活用して端末を整備します。

第1期の成果と今後の展望

 GIGAスクール構想第1期では、全児童生徒にタブレット端末を配布し、児童生徒の能力や個性に合わせて学びを深める｢個別最適な

学びと協働的な学びの一体的な充実｣を推進する中で、学習支援アプリを使用した主体的・対話的な調べ学習やプレゼンテーションへ

の取り組みにより、情報収集力や表現力の向上が図られました。

 第2期では、さらなるICT教育環境の充実に努めるとともに、個別最適な学びの持続的な提供、及び教職員間のICT機器活用能力の個

人差解消のため、習熟度に応じた研修を実施し、効果的活用に向けた取り組みを推進します。

補助金の活用

▶補助対象：児童生徒全員分の端末（予備機含む）

▶補助基準額：5.5万円/台 ▶補助率：3分の2

 5 教育・文化 1-2 学校教育

重 

                    R7当初予算額       207,564千円

コンピュータ活用推進事業
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教育委員会 第一学校給食共同調理場
学務課

概 要

対 象 

実施期間

物価高騰に直面する保護者の経済的負担を軽減

するため、児童・生徒の給食費を無償化します。

市内の小中学校に在籍する児童･生徒の学校給食費

令和７年４月から令和８年３月までの１年間

 保護者の負担となる給食費が
 令和2年度から引き続き
 令和7年度も 無償 になります！！ 

 年間１人あたりの保護者負担軽減額

  小学生給食費 ２４,８６０円
  中学生給食費 ２７,０６０円

神栖市産の食材を使ったメニュー、世界の料理や季節のメニューなど、
工夫を凝らしたおいしい給食を提供しています！   

チリコンカン　　ウインナー

メキシコ風サラダ

ケシージョ　など

七夕スープ　　星形ハンバーグ

アスパラと人参のサラダ

七夕ゼリー　など

世界の料理(メキシコ) 季節の献立（七夕）

給食を作るために必要な給食材料費

年間１人あたり…

 小学生材料費 約６４,８００円
 中学生材料費 約７０,４００円

 5 教育・文化 1-2 学校教育                 R7歳入予算の減額       △175,311千円

 小・中学校給食費の無償化
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              教育委員会 教育総務課
第一学校給食共同調理場

事 業 目 的

施設外観

施設・設備の状況

 第一学校給食共同調理場は築３０年以上が経過しており、施設
や設備が著しく老朽化しています。安全で安心な学校給食の安定
的かつ継続的な提供を行うため、新衛生基準に適合し食物アレル
ギーにも対応した給食が提供可能な施設を整備します。
 

スケジュール(案)

調理室（調理機器）

施設・設備の老朽化が著しく、修繕等を繰り返しながら調理能
力を維持している状況です。

  第一学校給食共同調理場整備事業

令和５年度
基本計画策定

令和１０年度
給食提供
開始予定

小学校建設事業

事 業 目 的

 神栖市学校施設に関するバリアフリー化

の整備方針に基づき、誰もが安全で安心か

つ快適な教育環境の整備を図ります。

 

工事概要

・多目的トイレ整備

・屋外通路及び出入口改修

・屋内通路改修（手すり設置等）

・案内看板設置

・階段昇降機設置（大野原西小学校）

・視聴覚障害者用誘導設備設置（深芝小学校）

令和７年度整備予定校

・大野原西小学校

・深芝小学校

第一学校給食共同調理場 
・平成３年整備
・給食提供対象校数
 小学校４校
 中学校２校
 幼稚園２園

令和６～７年度
基本・実施設計

令和８～１０年度
建設工事

重 

 5 教育・文化 1-2 学校教育

 学校教育施設等の整備・改修
        R7当初予算額 
                        （第一学校給食共同調理場整備事業）    58,481千円
                          R6繰越予算
       （小学校建設事業）              143,836千円

                 合計202,317千円
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教育委員会 矢田部公民館

施設概要

目  的 矢田部公民館は昭和57年に建築され、老朽化・塩害などよる

経年劣化が進んでいることから、長寿命化計画による劣化度

調査を基に、安全・安心な施設の維持管理を行います。

構   造  RC（鉄筋コンクリート造）

建 築 年  昭和57年

延 床 面 積     3,283.23㎡

外壁等改修工事

文化ホール特定天井
耐震補強等改修

事業概要 ● 外壁等改修工事（R５～R７継続事業 350,561千円）

  屋根改修、外壁改修、スロープ設置、建具改修等

   文化ホール特定天井耐震補強等改修（R7設計 13,750千円）

  耐震改修、空調設備・電気設備更新、音響性能測定等 文化ホール客席 (客席上部)特定天井内部状況

屋根瓦の施工状況 外壁（腰壁部分）施工状況

新 

スケジュール

令和６年度
外壁・屋根・建具工等

工事進捗率：８１％予定

令和５年度
外壁等改修工事契約
工事進捗率：０％

令和７年度
スロープ設置等

  工事進捗率：100％
（7月末予定）

令和７年度
改修工事設計業務委託

令和８年度以降
工事実施予定

 5 教育・文化 2-1 生涯学習                     R7当初予算額       117,146千円

 矢田部公民館管理運営事業
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事業概要

 家庭・地域の教育力向上のため、家庭教育学級の開設や子育て講座等の開催、学校運営協議会制度を推進します。
 市民の日頃の文化芸術活動を支援するとともに、発表の機会や鑑賞する機会を提供します。
 生涯学習を総合的・体系的に推進するため、生涯学習推進会議の開催や、市民への情報提供を行います。

  文化芸術振興奨励金
 市民の文化芸術活動を振興し、地域文化の向上
 及び発展を図るため、奨励金制度を新設します。

●文化芸術イベントの開催
 市民の創作活動の発表の機会や鑑賞する機会を提供するため、
 文化芸術イベントを開催します。

○市芸術祭 ○市美術展 ○市子ども芸術劇場 ○市民音楽祭

 
 
    主な生涯学習推進事業

●生涯学習情報誌「まなびアイかみす」の発行       
 生涯学習情報を広く市民に提供するため、年２回、生涯学習
 情報誌を発行します。

●はたちのつどいの開催
 満20歳を迎えた青年を対象に、実行委員会を結成して式典を
 開催します。

●学校運営協議会制度の推進
 学校と地域が一体となって、子ども達を育む環境作りを推進
 するため、市内各小中学校に学校運営協議会を設置します。

●家庭教育に関する講座等の開催
 家庭教育に関する学習機会や情報を提供するため、家庭教育
 学級の開設や子どもの発達段階に応じた各種子育て講座を実
 施します。

主な文化芸術振興事業 主な社会教育・家庭教育事業

新 

 5 教育・文化 2-1 生涯学習                     R7当初予算額      36,739千円

 社会教育推進事業

神栖市芸術祭
(かみす防災アリーナ)

神栖市民音楽祭
(神栖市文化センター)

教育委員会 文化スポーツ課
41



事業概要

 「市民ひとり・１スポーツのまち」を目指し、スポーツ団体等への活動支援や指導者育成を行うとともに、スポーツイベントの開催や
プロスポーツ大会の誘致により、スポーツのまちづくり、市民の健康増進、青少年の健全育成、まちの賑わいの創出等を図ります。
 また、運動施設の改修や更新を計画的に進め、施設の充実と利用者の安心・安全かつ快適な施設環境を確保します。

主なスポーツ活動支援

●スポーツ団体事業費補助金
 スポーツ団体が実施する大会や教室等の経費を助成することに
 より、地域スポーツ活動の活性化を図ります。
●スポーツ大会出場報奨金
 スポーツの推進と競技力の向上を図るため、全国規模等のアマ
 チュアスポーツ大会に出場する個人等に報奨金を交付します。

   主な開催予定イベント

●茨城ロボッツ公式戦

●茨城アストロプラネッツ公式戦  

●スポーツレクリエーション祭

●はさきさわやかランニング大会
             など 

運動施設整備事業

老朽化した波崎体育館の競技場の天井及び浄化槽設備の改修を

実施し、利用者の安心・安全かつ快適な施設環境を確保します。

●波崎体育館特定天井改修工事

    予算：117,260千円（国補1/3）

 内容：天井材の撤去及び照明のLED化

●波崎体育館浄化槽設備改修工事

 予算：49,436千円

 内容：既存浄化槽の撤去及び更新

令和6年度繰越予算

＜整備スケジュール(案)＞

茨城ロボッツ公式戦
（かみす防災アリーナ）

※工事時期を合わせることで利用制限期間の短縮に努めます。

特定天井改修工事

浄化槽設備改修工事

工事期間：約６ヶ月

工事期間：約６ヶ月

 5 教育・文化 2-3 スポーツ・レクリエーション     R7当初予算額（スポーツ推進事業）       27,407千円
（かみす防災アリーナ運営事業）  906,370千円

 R6繰越予算額（運動施設整備事業）        166,696千円
                 合計1,100,473千円 スポーツのまちづくり

教育委員会 文化スポーツ課

波崎体育館
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主な事業内容

目 的  平成１７年８月１日に合併と同時に市制施行し、令和７年に２０周年という節目の年を迎えるにあたり、記念式典
を開催するとともに、記念事業を展開します。

市制施行２０周年記念式典市制施行２０周年記念事業
市制施行２０周年という記念すべき年を市民とともに盛り上げるため、令和７年
１月１日から令和８年３月３１日の間、既存イベントの発展拡大を含めた各種記
念事業を展開。
 ・女子プロバスケットボールＷリーグ神栖大会（令和６年度）
 ・出張！なんでも鑑定団 in神栖（令和６年度）
 ・はさきさわやかランニング大会（令和６年度）
 ・歴史民俗資料館：第５０回企画展
 ・医療教育体験講座
 ・第５０回神栖花火大会
 ・芸術文化鑑賞会
 ・文化講演事業 等

式典内容（予定）

２０周年記念ロゴマーク

市制施行２０周年を祝い、本市の更なる飛
躍を祈念するため、記念式典を開催。

日時：令和７年８月２日（土）

 6 地域づくり 1-1 市民協働・地域コミュニティ

重 

                    R7当初予算額      29,368千円
（各種記念事業費を含む）

市制施行20周年記念事業

企画部 政策企画課

花火大会イメージ
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 地区は、住みよい地域社会を実現するため、環境整備や地域福祉の向上だけではなく、地域のつながりを深める活動など重要
な役割を担っています。市の最も基本的な協働のパートナーであるため、市をあげて地区加入促進及び脱退防止に取り組みます。

概要

地区加入促進及び脱退防止の取組

●地区加入促進ブースの設置
  転入者が多く来庁する時期に、市役所  
 本庁舎１階に加入促進ブースを設置し、
 地区の重要性や取組を紹介します。

地区未設定区域（土合本町）における設立協議の検討

 企業社宅跡地に宅地分譲が進んだ土合本町

地域の、地区未設定区域における地区の設立に

向け、協議を進めます。

●不動産業団体との協定
  不動産業団体と「地区への加入促進に関
 する協定」を締結したため、物件の新規契
 約時に「地区加入案内チラシ」を配付する
 など、加入を促す取組を実施します。

●地区への財政支援
  地区における経費の軽減や区民の交流・
 活動をサポートするため様々な補助金制度
 を設けて地区活動を支援します。
（１）地区行政経費交付金（18,090千円）
（２）地区集会所火災保険料等助成金（780千円）
（３）地区集会所建設等補助金（11,168千円）

＜令和７年度の取組内容＞

 ＩＣＴ利活用の検討

＜令和７年度の取組内容＞

 新たな地区の設立に向けた取組の１つとし
て、電子回覧などＩＣＴの導入を検討します。

【スケジュール（予定）】

令和７年５月：先進地視察
    ７月：各地区の区長へ周知
    ８月：モデル地区選定（先行導入地区を選定）
令和８年３月：実証実験（モデル地区）
    ４月：各地区へ導入を検討

 6 地域づくり 1-1 市民協働・地域コミュニティ

地区活動支援事業重 

                    R7当初予算額       53,644千円

企画部 市民協働課

新 
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概 要

目 的

 当市が誇る歴史ある息栖神社（東国三社のひとつ）や神之池緑地、波崎東部地域の魅力を向上させ、市内外から多くの方々に訪れ
ていただくことにより、定住人口及び交流人口等の拡大による地域の活性化を図ります。

・拠点施設(息栖にぎわいテラス)：令和7年10月オープン予定  
 オープニングセレモニー実施、息栖にぎわいテラスの運営管理
・市道整備工事：令和7年度
 風情を演出する石畳風舗装整備
・船だまり整備工事：令和7年度
 船だまり周辺の景観整備

息栖神社周辺

神之池緑地 波崎東部地域
・桜守隊育成及び樹木再配置
 桜を中心とした植樹を行うための植栽基
盤整備や市民参加の維持管理を目指した事
業の実施 

・波崎東部地域活性化基本計画に基づく実施方針の検討
 波崎東ふれあいセンター用地の活用の検討
・波崎東部市営住宅跡地用地測量
 旧市営住宅用地の有効活用を図るための測量を実施

 6 地域づくり 1-2 移住・定住・交流

まちのにぎわいづくり事業重 
            R7当初予算額   320,758千円

R6繰越予算額        37,070千円
               合計357,828千円

市道整備

全体整備イメージ

拠点施設

息栖にぎわいテラス外観イメージ

船だまり

※物販スペースイメージ※飲食スペースイメージ

駐車場

整備イメージ
 企画部        政策企画課
都市整備部 道路整備課・公園緑地課・住宅政策課
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子育て支援

子ども１人につき

１５万円

移住・定住の促進と地域の活性化を図るため、子育てや親と同居

するために住宅を取得した場合に、その費用の一部を補助します。

○申請期限：住宅の取得に係る登記原因の日等から２年以内

定住者の安全で安心な住宅性能を維持向上させ、住宅の長寿命

化を促進する事を目的とし、外壁や屋根など改修費用の一部を

補助します。

• 高校生相当以下の子を養育している者

• 申請者又は配偶者の親と同居している４５歳未満の者

 基本額 １０万円

移住支援

同居人含めて全員が
市外から転入

３０万円

柳川中央

（市有地購入者限定）

１５万円

• 建築後１０年が経過している住宅

• 昭和５６年６月１日以降に着工された住宅（新耐震基準）

 対象工事費の１０％ 補助上限額 １０万円

屋根の改修

屋根の葺き替え
屋根の塗装
屋根の防水
屋根の補修

外壁の改修

外壁の張り替え
外壁の張り増し
外壁の塗装
外壁の防水
外壁の補修

関連する工事

給水配管の改修
排水配管の改修
雨樋の改修
断熱サッシへの改修
断熱扉(玄関)への改修

拡 新 

 6 地域づくり 1-2 移住・定住・交流

民間住宅助成事業重 

                    R7当初予算額        92,823千円

都市整備部 住宅政策課
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 市の多様な魅力を市内外に戦略的・効果的に情報発信し、シビックプライド（市への愛着や誇り）の醸成と移住及び
交流のきっかけを与え、地域の活性化を図ります。

目 的

PR大使のオスペンギンとコラボレーションした
「懐かしのグルメ復活プロジェクト」により、
地域活性化や市の知名度アップにつなげます。

安松 青葉 信太 美月 柳家 三之助 鴨川 実歩 オスペンギンカミスココくん

ポータルサイト 懐かしのグルメ復活プロジェクト

カミスココくん、ＰＲ大使

魅力情報発信ポータルサイト  
「カミスミカ」

子育て・移住定住ポータルサイト
「かみす移住・子育てさみっと」

みんなで神栖市の魅力をアピールするよ！

多くの方に興味を持たれる内容にし、市の魅力や施策を効果的に発信します。

エフエムかしま「かみす放送局」
イベントリポートや児童生徒による学校紹介など
を発信しています。
インターネット放送により
全国で聴取可能です。

聞き逃した方のために
後日YouTubeで配信！

 7 自治体運営 1-1 広報・広聴

広報戦略事業重 

                    R7当初予算額        17,601千円

市長公室 広報戦略課
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3.新技術による事務効率化1. 業務システムの標準化・共通化

  マイナンバーカードを活用した行政手続のオンライン化促進に加え、庁舎間オンライン相談窓口や、オ
ンライン窓口予約、書かない窓口、キャッシュレス決済等窓口サービスのデジタル化を進めることで、
市民の利便性向上を図ります。

 

2. 窓口サービスのDX推進

目 的

概 要

行政のDXの推進

庁舎間オンライン相談窓口

本庁舎

市民 担当職員

総合支所

 

  デジタル技術を積極的に活用し、さらなる市民サービスの利便性向上と行政の業務効率化を目指す「デジタル・トランスフォーメーション(DX)」の
取組を推進します。

① 児童手当 ② こども・子育て支援 ③ 住民基本台帳 
④ 戸籍の附票 ⑤ 印鑑登録 ⑥ 選挙人名簿管理 
⑦ 固定資産税 ⑧ 個人住民税 ⑨ 法人住民税 
⑩ 軽自動車税 ⑪ 戸籍 ⑫ 就学 ⑬ 健康管理 
⑭ 児童扶養手当 ⑮ 生活保護 ⑯ 障害者福祉 ⑰ 介護保険 
⑱ 国民健康保険 ⑲ 後期高齢者医療 ⑳ 国民年金

対象20業務

  住民サービスに直結する住民基本台帳など
20業務のシステムについて、国が示す標準
仕様書に基づき、R7年度末までに標準準拠
システムへ移行します。

・RPA：定型業務や定型作業をシナ
リオによって代行・自動化するソフ
トウェア型ロボット
・AI-OCR：申請書等紙媒体の記載
内容をテキストデータとして高精度
で読み込むツール
・議事録作成支援システム：会議等
の音声データを自動で文字起こしを
行いテキストデータにするツール

これらのツールの導入業務の拡大等、
新しいデジタル技術を活用して事務
処理の効率化を進めます。

 7 自治体運営 1-2 行政運営

電子自治体推進事業重 

                    R7当初予算額       270,597千円

総務部 行政経営課
48




